
 （「新型コロナウイルス感染症」対策施策説明会資料） 

 

   セーフティネット保証について 

 

１ セーフティネット保証とは（コロナ関係の制度は別添１のとおり） 

⑴ 経営の安定に支障をきたしている中小企業の皆さまが市町村の認定を受けることで，一

般保証とは別枠で最大２億８，０００万円を利用できる保証制度 

⑵ 京都府・京都市中小企業融資制度において，「新型コロナウイルス対応緊急資金」「災害

対策緊急資金」等で利用可能 

 

２ 認定書類の書き方について（セーフティネット保証４号の場合 別添２，別添３参照） 

 ⑴ 認定基準 

 ア 指定を受けた災害に起因して，当該災害の影響を受けていること。 

イ 指定地域（＊１）において，１年間以上継続して事業を行っていること。 

ウ  

(ｱ) 当該災害後の最近１ヶ月の売上高が前年同期に比して２０％以上減少している。 

(ｲ) その後の（(ｱ)の災害後の最近１ヶ月間と連続した）２ヶ月間を含む，連続した３

ヶ月間の売上高が前年同期に比して２０％以上減少することが見込まれること。 

エ 売上高の減少が当該災害によるものであること。 

 ⑵ 必要書類（法人の場合：詳細は別添２参照） 

  ア ４号認定申請書（指定様式） ２部 

※ 会社の実印（個人の場合は認印）を押したもの，また，捨印も必ず押すこと。 

イ ４号認定月別売上明細書（指定様式） １部 

 ※ 捨印も必ず押すこと。 

ウ 試算表等｛実績分（最近 1 か月分と前年３か月分）｝ １部 

※ 最近２ヶ月間の売上高の実績値とその翌月を含む３ヶ月間の見込み値でも申請可

能です。 

※ 試算表がない場合は，売上台帳その他売り上げ減が分かる書類でも申請可能で

す。 

  エ 法人登記事項証明書［履歴事項全部証明書(謄本)]〔発行日から３か月以内の原本〕 

１部 

  オ 指定地域において１年間以上事業を継続していることが証明できるもの 

※ 納税証明書（写），許認可証（写），確定申告書（写），開業届（写）などを添付し

てください。 

 

３ その他 

 ⑴ 京都市内の金融機関には，京都市の認定を受けるための申込書類が備え付けてあり，

融資の申込と同時に手続きができます。 

  ⇒ 手続きのために，市役所やセーフティネット相談窓口に来庁いただく必要はありま

せん。 

⑵ 京都市の認定とは別に，京都信用保証協会による審査があります。 



新型コロナウイルス対応緊急資金等 融資概要 

融 資 名 新型コロナウイルス対応緊急資金 災害対策緊急資金 あんしん借換資金 

対 象 保 証 制 度 普通保証 セーフティネット保証５号 セーフティネット保証４号 危機関連枠 

対象となる 

中小企業者等 

①直近１ヶ月間の売上高

等が前年同期に比べ１

０％以上減少している方 

または 

②直近１ヶ月間の原材料

費等が前年同期に比べ１

０％以上高騰しており、か

つ、経営状況が悪化してい

る方 

＜業種指定＞ 

市町村長の認定を受けた

特定中小企業者（※１） 

＜府内全市町村指定＞ 

市町村長の認定を受けた

特定中小企業者（※２） 

＜事象指定＞ 

市町村長の認定を受け

た特例中小企業者（※

３） 

融 資 利 率 

（固定金利） 
年１．２％ 同左 年０．９％ 

新規：年１．１％ 

借換：年１．７％ 

融 資 期 間 
１０年間（据置２年以

内） 
同左 １０年間（据置２年以内） １０年間（据置２年以内） 

資 金 使 途 運転資金及び設備資金 同左 運転資金及び設備資金 運転資金及び設備資金 

融 資 限 度 額 
有担保２億円 

無担保８千万円 

普通保証とは別枠で 

有担保２億円 

無担保８千万円 

普通保証及びセーフテ

ィネット保証とは別枠

で２億８千万円 

信 用 保 証 料 率 
０．４５％～１．７

０％ 
０．７５％（一律） ０．９％（一律） ０．８％（一律） 

セーフティネット

または危機関連の

適用期間 

－ 

令和２年３月６日 

～令和２年３月３１日 

（※4月 1日以降も指定業種

の見直しをしつつ継続） 

令和２年２月１８日 

～令和２年６月１日 

令和２年２月１日 

～令和３年１月３１日 

（予定） 

実 施 期 間 

令和２年２月６日 

～令和２年９月３０日 

（※普通保証の設備資金は令和 2年 3月 2日から対象） 

令和２年２月１８日 

～令和２年６月１日 

令和２年２月１日 

～令和３年１月３１日 

（予定） 

（※１）セーフティネット保証５号に係る対象要件 

次の①、②の要件のいずれかを満たす方 

①指定業種に属する事業を行っており、最近 3か月間の売上高等が前年同期比 5％以上減少の中小企業者。ただし、時限的 

な運用緩和として、2月以降直近 3ヶ月の売上高が算出可能となるまでは、直近の売上高等の減少と売上高見込みを含む 

3ヶ月間の売上高等の減少でも可 

②指定業種に属する事業を行っており、製品等原価のうち 20％以上を占める原油等の仕入価格が 20％以上、上昇している 

にもかかわらず、製品等価格に転嫁できていない中小企業者 

（※２）セーフティネット保証４号に係る対象要件 

次の①、②の要件を全て満たす方 

①適用地域内（京都府内の全市町村）において、1年以上継続して事業を行っていること。 

②災害の発生に起因して、当該災害の影響を受けた後、原則として最近 1か月の売上高等が前年同月に比して 20％以上減 

少しており、かつ、その後 2か月を含む 3か月間の売上高等が前年同期に比して 20％以上減少することが見込まれること。 

（※３）危機関連保証に係る対象要件 

原則として、最近 1か月間の売上高等が前年同月比で 15％以上減少しており、かつ、その後 2か月間を含む 3か月間の 

売上高等が前年同期比で 15％以上減少することが見込まれる。 

別添１ 



令和２年３月２日 

京都市産業観光局商工部地域企業振興課 

 

特定中小企業者 第４号認定提出資料について 

 

・ 認定基準 

１．指定を受けた災害に起因して，当該災害の影響を受けていること。 

２．指定地域（＊１）において，1年間以上継続して事業を行っていること。 

３．①当該災害後の最近 1ヶ月の売上高が前年同期に比して 20％以上減少している。 

  ②その後の（①の災害後の最近 1ヶ月間と連続した）2ヶ月間を含む，連続した 3ヶ月間の売上高が 

   前年同期に比して 20％以上減少することが見込まれること。 

４．売上高の減少が当該災害によるものであること。 

 

・ 必要書類 

 法人申請者 

１．４号認定申請書 

※ 会社の実印を押したもの，また，捨印も必ず押すこと 
2部 

２．４号認定月別売上明細書 （※ 捨印も必ず押すこと） 1部 

３．試算表等｛実績分（最近 1か月分と前年３か月分）｝(＊２) 各 1部 

４．法人登記事項証明書［履歴事項全部証明書(謄本)]〔発行日から 3 か月以内の原本〕 1部 

５．指定地域において 1年間以上事業を継続していることが証明できるもの（＊３） 1部 

 

個人申請者 

１． ４号認定申請書 

※ 認印を押したもの，また，捨印も必ず押すこと。氏名は自筆のこと 
2部 

２．４号認定月別売上明細書 （※ 捨印も必ず押すこと ） 1部 

３．指定地域において 1年間以上事業を継続していることが証明できるもの（＊３） 1部 

 

（＊１）全国４７都道府県が指定されています。 

指定地域の確認については，中小企業庁の HPをご参照ください。 

        （ http://www.chusho.meti.go.jp/kinyu/sefu_net_4gou.htm ） 

（＊２）最近 2ヶ月間の売上高の実績値とその翌月を含む 3ヶ月間の見込み値でも申請可能です。 

（＊３）指定地域での事業実績の確認資料 

例：納税証明書（写），許認可証（写），確定申告書（写），開業届（写）など 

 

［留意事項］  

＊ 本認定とは別に，金融機関及び信用保証協会による金融上の審査がありますので，金融機関 

（保証協会を含む）との事前事後の御相談は十分行ってください。 

＊ 認定書には有効期間があります。有効期間は発行日から起算して３０日間となりますので，  

期間内に信用保証協会に保証の申込みを行なうことが必要です。 

別添２

http://www.chusho.meti.go.jp/kinyu/sefu_net_4gou.htm
http://www.chusho.meti.go.jp/kinyu/sefu_net_4gou.htm


 

 

 

 

[４号認定様式]                          ［作成日 Ｒ０２０３０２］ 

中小企業信用保険法第２条第５項第４号の規定による認定申請書 

（あて先） 京    都    市    長 令  和 ２ 年 ３ 月 ２ 日 

申請者の住所（本店所在地） 

 

京都市○○区○○町１番地１ 

申請者の氏名（会社名及び代表者名） 

 

株式会社  ○ ○ ○ ○ 

代表取締役 京 都 太 郎 

印  
営業所所在地 

 

 

私は，令和二年新型コロナウイルス感染症の発生に起因して，下記のとおり，経営の安定に支障が生じ

ておりますので，中小企業信用保険法第２条第５項第４号の規定に基づき認定されるようお願いします。 

１ 事業開始日（指定地域での）                   平成 22 年 ４ 月 １日    

２ 売上高等 

（１） 最近１か月間の売上高等  (Ｂ－Ａ)／Ｂ×１００ 

 

Ａ：災害の発生後における最近１か月間の売上高等 

 

Ｂ：Ａの期間に対応する前年１か月間の売上高等 

（実績） 

減少率     ５９．６         ％ 

 

    ２，１００，０００   円 

 

       ５，２００，０００   円 

（２）（１）の期間を含めた今後３か月間の売上高等の実績・見込み 

（（Ｂ＋Ｄ）－(Ａ＋Ｃ)）／(Ｂ＋Ｄ)×１００ 

 

Ｃ：Ａの期間後２か月間の見込み売上高等 

 

Ｄ：Ｃの期間に対応する前年の２か月間の売上高等 

（実績･見込み） 

減少率     ４９．２         ％ 

 

       ４，４００，０００   円 

 

       ７，６００，０００   円    

３ 売上高等が減少し，又は減少すると見込まれる理由 

 

 

 

 

 

(留意事項)  本認定とは別に, 金融機関及び信用保証協会による金融上の審査があります。 

 

産商地第           号 

令  和     年  月  日 

申請のとおり，相違ないことを認定します。また，本認定の有効期間は発行日から起算して３０日間です。 

 

認定者名   京都市長  門 川  大 作  印 

 

 

捨 印 認定申請書 記入例 

※ 同じものを２部作成ください。 

＊ 主たる業種，取扱商品等を明記のうえ，当該災害に起因する売上減少理

由を簡潔にご記入ください。 

別 添 3



 

  

 

４号認定月別売上明細書 

 

事業概要 

（取扱商品やサービス）                                  

 

ⅰ（最近１か月間の売上高とその後 2 か月間の売上高）             （単位：円） 

売 上 

 

主な取引先 

最近１か月間の売上高 その後２か月間の売上高  

 (実績) 

令和２年 ２月 

 (見込・実績) 

３月 

 (見込) 

４月 
２か月合計 

㈱ △△△ 1,000,000 円 600,000 円 1,300,000 円 1,900,000 円 

㈲ ○○ 500,000  円   500,000 円 1,800,000 円 2,300,000 円 

△△○○ 500,000   円 0 円 200,000 円 200,000 円 

 円 円 円 円 

そ の 他 100,000   円   0 円 0 円 0 円 

合   計 
 

Ａ：2,100,000 円 

 

① 1,100,000 円 

 

②  3,300,000 円 

（‘①＋② ) 

C： 4,400,000 円 

（＊②は実績でも可能） 

ⅱ（ⅰに対応する前年１か月間の売上高とその後２か月間の売上高）       （単位：円） 

売 上 

 

主な取引先 

前年１か月間の売上高 その後２か月間の売上高  

 (実績) 

平成 3１年 ２月 

 (実績) 

３月 

 (実績) 

４月 
２か月合計 

㈱ △△△ 3,000,000 円 2,800,000 円 1,800,000 円 4,600,000 円 

㈲ ○○ 1,000,000 円 800,000 円 1,900,000 円 2,700,000 円 

△△○○ 1,000,000 円 0 円 200,000 円 200,000 円 

 円 円 円 円 

そ の 他 200,000 円 100,000 円 0 円 100,000 円 

合   計 
 

Ｂ：5,200,000 円 

 

① ’ 3,700,000 円 

 

② ’ 3,900,000 円 

(① ’＋②’) 

Ｄ：7,600,000 円 

 

  
（１）： 

Ｂ－Ａ  

Ｂ   
×１００＝ 

｛(1)の減少率｝ 

５９．６％ 

  （２）： 
（Ｂ＋Ｄ）－（Ａ＋Ｃ） 

（Ｂ＋Ｄ） 
×１００＝ 

｛(2)の減少率｝ 

４９．２％ 

上記のとおり，相違ございません。 

 

   商 号 又 は 会 社 名      株式会社  ○ ○ ○ ○ 

   個人名又は代表者名   代表取締役 京 都 太 郎             ㊞     

捨 印 


